遺産分割協議書
※本テンプレートは弁護士監修ですが、相続人の関係性・遺産の種類・遺言の有無・遺留分の問題等に応じた修正が必要です。相続人間に対立がある場合、複雑な財産関係がある場合、海外居住の相続人がいる場合等は、必ず弁護士・司法書士・税理士等の専門家にご相談ください。本テンプレートは法律相談に代わるものではありません。
【遺産分割協議書の性質と相続登記義務化への対応】 遺産分割協議書は、相続人全員の合意により被相続人の遺産を分配する書面です(民法第907条)。相続人全員の署名+実印押印+印鑑証明書添付が原則必須で、一人でも欠けると無効となります。2024年4月1日施行の不動産登記法改正により、相続登記が義務化(3年以内・違反時10万円以下の過料)されたため、不動産がある場合は速やかな相続登記が必要です。本テンプレートは公正証書化又は紙書面での運用を前提としています。

このテンプレの使い方
1. Wordをダウンロード
1. 戸籍調査により相続人全員を確定
1. 遺産調査により被相続人の財産・債務を確認
1. 相続人全員で遺産分割の協議(対立がある場合は弁護士・調停手続きを)
1. テンプレートに合意内容を記入(青字部分・[ ]内を置換)
1. 相続人全員が実印で押印+印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)を添付
1. 相続人の人数分作成し、各自1通保有
1. 相続登記・預貯金解約・名義変更等の手続き(3年以内に相続登記を)


遺産分割協議書

被相続人の表示
	項目
	内容

	氏名
	[被相続人の氏名]

	生年月日
	[明治/大正/昭和/平成] [YYYY]年[MM]月[DD]日

	死亡日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	本籍
	[本籍地(都道府県・市区町村・町名・番地)]

	最後の住所
	[最後の住所(都道府県・市区町村・町名・番地)]



相続人の表示
被相続人の相続人は、次のとおり[○]名である。
	No.
	氏名
	続柄
	住所
	生年月日

	1
	[氏名]
	配偶者(妻/夫)
	[現住所]
	[生年月日]

	2
	[氏名]
	長男/長女
	[現住所]
	[生年月日]

	3
	[氏名]
	次男/次女
	[現住所]
	[生年月日]

	…
	…
	…
	…
	…


(法定相続人を全員記載すること。前婚の子・認知された子・養子・代襲相続人も含む。)

被相続人の遺産について、共同相続人全員において分割協議を行った結果、各相続人が以下のとおりこれを分割し取得することに合意した。

第1条(不動産の取得)
【解説】 不動産は登記簿謄本(全部事項証明書)に基づき正確に記載することが必須。表記不正確だと相続登記が却下されるため、登記簿の表示をそのまま転記すること。
【土地のみがある場合】
相続人[氏名(以下「相続人A」)]は、次の不動産を取得する。
(土地) 所在 :[東京都○○区○○一丁目] 地番 :[123]番[4] 地目 :[宅地] 地積 :[100.00]平方メートル
【建物のみがある場合】
相続人[氏名]は、次の不動産を取得する。
(建物) 所在 :[東京都○○区○○一丁目123番地4] 家屋番号:[123]番[4] 種類 :[居宅] 構造 :[木造瓦葺2階建] 床面積 :1階 [50.00]平方メートル 2階 [40.00]平方メートル
【区分所有建物(マンション)の場合】
相続人[氏名]は、次の区分所有建物を取得する。
(一棟の建物の表示) 所在 :[東京都○○区○○一丁目123番地4] 建物の名称:[○○マンション]
(専有部分の建物の表示) 家屋番号:[123]番[4]の[101] 建物の名称:[101号] 種類 :[居宅] 構造 :[鉄筋コンクリート造1階建] 床面積 :[60.00]平方メートル
(敷地権の表示) 所在及び地番:[東京都○○区○○一丁目123番4] 地目 :[宅地] 地積 :[500.00]平方メートル 敷地権の種類:所有権 敷地権の割合:10000分の[100]

第2条(預貯金等の取得)
【解説】 銀行名・支店名・口座種別・口座番号を正確に記載。預貯金解約・名義変更の必要書類として活用される。
相続人[氏名(以下「相続人B」)]は、次の預貯金を取得する。
1. [○○銀行 ○○支店 普通預金 口座番号 1234567] 名義人:[被相続人の氏名] 残高 :金[○○○,○○○]円(令和[YYYY]年[MM]月[DD]日現在)
1. [○○銀行 ○○支店 定期預金 口座番号 7654321] 名義人:[被相続人の氏名] 残高 :金[○○○,○○○]円(令和[YYYY]年[MM]月[DD]日現在)
1. [ゆうちょ銀行 通常貯金 記号番号 12345-67890123] 名義人:[被相続人の氏名] 残高 :金[○○○,○○○]円(令和[YYYY]年[MM]月[DD]日現在)

第3条(有価証券等の取得)
【解説】 証券会社・口座番号・銘柄・株数を明示。証券会社での名義変更手続きの必要書類となる。
相続人[氏名]は、次の有価証券を取得する。
1. 株式 証券会社:[○○証券 ○○支店] 口座番号:[1234-5678] 銘柄 :[銘柄名(証券コード)] [○○]株
1. 投資信託 証券会社:[○○証券 ○○支店] 口座番号:[1234-5678] ファンド名:[○○ファンド] [○○]口

第4条(自動車等動産の取得)
【解説】 自動車は登録番号・車台番号で特定。陸運局での名義変更に必要。家財道具等の動産も該当する場合は明示。
相続人[氏名]は、次の動産を取得する。
1. 自動車 登録番号:[品川 500 あ 12-34] 車名 :[トヨタ] 形式 :[車両形式] 車台番号:[○○○○○○○]
1. 家財道具一切 被相続人の最後の住所地に所在する家財道具一切
1. その他の動産 [個別の動産(美術品・骨董品等)を具体的に記載]

第5条(債務の承継)
【解説】 被相続人に債務がある場合の承継先を明示。原則として法定相続分に応じて承継されるが、相続人間で取り決めることも可。なお、債務の対外的な承継割合は債権者の同意がない限り変更できない点に注意。
【債務がある場合のみ記載】
被相続人の債務(以下「本債務」)は、次のとおり相続人[氏名]が承継するものとする。
1. [住宅ローン] 債権者:[○○銀行] 残債 :金[○,○○○,○○○]円(令和[YYYY]年[MM]月[DD]日現在)
1. [その他の借入金] 債権者:[債権者名] 残債 :金[○○○,○○○]円(令和[YYYY]年[MM]月[DD]日現在)
(債権者の同意がない限り、対外的な債務承継割合は法定相続分に従う点にご留意ください。承継者と債権者との間で別途協議が必要となる場合があります。)

第6条(代償金)
【解説】 特定の相続人が他の相続人より多くの財産を取得する場合、その代わりに支払う金銭。均等分配が困難な場合(不動産がメイン等)に活用。
【代償金が発生する場合のみ記載】
相続人[氏名(以下「相続人A」)]は、第1条の不動産を取得することの代償として、相続人[氏名(以下「相続人B」)]に対し、金[○○○,○○○]円を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日限り、相続人Bの指定する銀行口座に振込みの方法により支払う。振込手数料は相続人Aの負担とする。

第7条(葬儀費用・相続税の負担)
【解説】 葬儀費用・相続税の負担方法を明示。法定相続分による負担か、特定の相続人による負担かを協議で決定。
1. 被相続人の葬儀費用・墓地費用については、[相続人全員が法定相続分に応じて負担する/相続人[氏名]がすべて負担する/別途協議]。
1. 相続税が発生する場合の負担方法については、各相続人の取得した遺産の評価額に応じて各自負担するものとする。
(相続税の申告・納付は、相続の開始を知った日の翌日から10ヶ月以内に行う必要があります。税理士への相談を推奨します。)

第8条(祭祀承継者)
【解説】 祭祀財産(墓・仏壇・系譜等)は相続財産とは別に承継される(民法第897条)。祭祀承継者を明示することで後のトラブルを予防。
【祭祀承継者を定める場合のみ記載】
被相続人の祭祀(系譜、祭具、墳墓等)は、相続人[氏名]が承継するものとする。

第9条(後日発見遺産)
【解説】 協議書作成時に把握していなかった遺産が後日発見された場合の取扱いを明示。これがないと再協議が必要になりトラブルの原因に。
本協議成立後、本協議書記載のほかに被相続人の遺産(積極財産・消極財産を問わない)が発見された場合、当該遺産については、相続人全員の法定相続分に従って分配又は負担するものとする。
(別の選択肢:「当該遺産については、相続人[氏名]がすべて取得又は負担する」「相続人全員で別途協議の上で分配又は負担方法を決定する」)

第10条(清算条項)
【解説】 遺産分割協議書の重要条項。後の蒸し返しを予防する紛争予防の中核。後日発見遺産については第9条で別途取り扱い。
相続人全員は、本協議書に定めるもののほか、被相続人の遺産分割及び相続に関し、相続人相互間に何らの債権債務関係も存在しないことを相互に確認し、本協議書及び第9条(後日発見遺産)に定める場合を除き、今後相互に名目の如何を問わず一切の請求(代償金の追加、寄与分、特別受益の主張等を含む)を行わないものとする。
(ただし、本清算条項は、遺留分の権利を放棄するものではないため、遺留分侵害がある場合の権利行使は別途検討が必要です。)

第11条(各種手続きへの協力)
【解説】 相続登記・預貯金解約・名義変更等の手続きで、相続人全員の協力が必要な場合の取り決め。
1. 相続人全員は、本協議書に基づく相続登記、預貯金の解約・名義変更、有価証券の名義変更、自動車の名義変更その他の各種手続きについて、相互に必要な協力を行うものとする。
1. 各種手続きに必要な印鑑証明書、戸籍謄本、住民票等の取得費用は、当該手続きを行う相続人の負担とする。
1. 相続人[氏名]は、第1条の不動産について、本協議書作成日から[3]年以内に、相続登記の申請を行うものとする(2024年4月施行の相続登記義務化に対応するため)。

第12条(協議事項)
【解説】 本協議書に定めのない事項や解釈に疑義が生じた場合の対応を定めます。
本協議書に定めのない事項、又は本協議書の各条項の解釈について疑義が生じた場合は、相続人全員が誠実に協議の上、解決を図るものとする。

末尾
本協議の成立を証するため、本協議書を相続人の人数分作成し、相続人全員が署名・実印押印の上、各自1通保有する。なお、本協議書には相続人全員の印鑑証明書(発行後[3]ヶ月以内)を添付する。

[締結年月日(例:令和YYYY年MM月DD日)]

【相続人1】 住所:[相続人1の現住所] 氏名:[相続人1の氏名] 実印 続柄:被相続人の[配偶者(妻/夫)] 生年月日:[生年月日]

【相続人2】 住所:[相続人2の現住所] 氏名:[相続人2の氏名] 実印 続柄:被相続人の[長男/長女] 生年月日:[生年月日]

【相続人3】 住所:[相続人3の現住所] 氏名:[相続人3の氏名] 実印 続柄:被相続人の[次男/次女] 生年月日:[生年月日]

(相続人全員分・順不同。各相続人の押印は実印で行い、各相続人の印鑑証明書を添付すること。)

別紙(必要に応じて添付)
別紙1:相続関係説明図
                  被相続人
                [氏名](令和○年○月○日死亡)
                    │
        ┌───────┴───────┐
        │             │
     配偶者          子
   [氏名]        ┌───────┼───────┐
                 │     │     │
              長男   長女   次男
             [氏名] [氏名] [氏名]
(複雑な親族関係の場合は別途整理。代襲相続・養子等も明示)
別紙2:財産目録
①不動産
	No.
	種別
	所在地
	地番/家屋番号
	地積/床面積
	評価額
	取得者

	1
	土地
	[所在地]
	[地番]
	[面積]㎡
	[評価額]円
	相続人A

	2
	建物
	[所在地]
	[家屋番号]
	[床面積]㎡
	[評価額]円
	相続人A


②預貯金
	No.
	金融機関
	支店
	口座種別・番号
	残高
	取得者

	1
	[銀行名]
	[支店名]
	普通[1234567]
	[○○○,○○○]円
	相続人B

	2
	[銀行名]
	[支店名]
	定期[7654321]
	[○○○,○○○]円
	相続人B

	3
	ゆうちょ銀行
	-
	[12345-67890123]
	[○○○,○○○]円
	相続人C


③有価証券
	No.
	証券会社
	口座番号
	銘柄・株数
	評価額
	取得者

	1
	[証券会社]
	[口座番号]
	[銘柄名][○○]株
	[評価額]円
	相続人A


④動産
	No.
	種別
	概要
	評価額
	取得者

	1
	自動車
	[車種・登録番号]
	[評価額]円
	相続人A

	2
	美術品
	[作品名]
	[評価額]円
	相続人B

	3
	家財道具一式
	被相続人最後の住居内
	-
	相続人A


⑤債務
	No.
	種別
	債権者
	残債
	承継者

	1
	住宅ローン
	[銀行名]
	[残債]円
	相続人A

	2
	カードローン
	[カード会社]
	[残債]円
	相続人A


別紙3:添付書類一覧
	No.
	書類名
	通数

	1
	相続人全員の印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)
	[人数]通

	2
	被相続人の出生から死亡までの戸籍謄本
	[必要数]

	3
	相続人全員の戸籍謄本
	[必要数]

	4
	被相続人の住民票の除票
	1通

	5
	相続人全員の住民票
	[人数]通

	6
	固定資産評価証明書(不動産がある場合)
	[必要数]



印紙税について
遺産分割協議書は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 相続を原因とする取得のため、金額の記載があっても印紙税はかかりません。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。

電子化の対応(補助的活用)
電子契約サービスは、遺産分割協議の事前合意確認や、関連書類(覚書等)の合意確認に補助的に活用できます。ただし、正式な遺産分割協議書は、紙に相続人全員の実印押印+印鑑証明書添付が原則必須です(相続登記等の手続きで紙書面が求められるため)。
電子化が補助的に役立つ場面
· ドラフト段階での相続人間の合意確認
· 遠方居住の相続人(海外含む)とのリモートでの合意確認
· 補足合意(覚書等)の作成
· 改ざん検知・タイムスタンプの活用

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、相続の状況・財産関係・相続人の事情等に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・司法書士・税理士にご相談ください。本テンプレートは法律相談に代わるものではありません。
必ず確認すべき事項
· 相続人全員を戸籍調査により確定していること(前婚の子・認知子・養子・代襲相続人の見落とし注意)
· 相続人全員の合意が取れていること(一人でも欠ければ無効)
· 相続人全員の実印押印+印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)を添付すること
· 不動産の表記は登記簿どおり正確に記載すること
· 2024年4月施行の相続登記義務化(3年以内・違反時10万円以下の過料)に対応すること
· 後日発見遺産の取扱い(第9条)を必ず入れること
· 清算条項(第10条)を必ず入れること
不動産の表記(第1条)
· 登記簿謄本(全部事項証明書)に基づき正確に記載
· 不動産が複数ある場合はそれぞれ明示
· 区分所有(マンション)の場合は敷地権も含めて記載
· 表記誤りは相続登記の却下原因となる
預貯金・有価証券の表記(第2条・第3条)
· 銀行名・支店名・口座種別・口座番号を正確に
· 残高は協議書作成日時点の金額を記載(目安)
· 名義変更・解約時の参照資料となる
債務の承継(第5条)
· 債権者の同意がない限り、対外的な債務承継割合は法定相続分に従う
· 承継者と債権者との間で別途協議が必要となる場合あり
· 住宅ローン等は団信(団体信用生命保険)で完済されることもある
代償金(第6条)
· 不動産がメインで均等分配が困難な場合に活用
· 代償金には所得税が発生する場合あり(税理士相談を推奨)
後日発見遺産(第9条)の重要性
· 3パターン(法定相続分/特定相続人帰属/別途協議)から選択
· 大量の後日発見遺産は協議の前提が崩れる可能性あり
清算条項(第10条)の重要性
· 後の蒸し返しを予防する核心条項
· ただし、遺留分の権利は別途存続する点に注意
相続登記の3年以内の申請(第11条)
· 2024年4月1日施行の相続登記義務化
· 違反時は10万円以下の過料
· 司法書士への依頼を推奨
相続人別の特殊対応
	相続人の状況
	対応

	海外居住
	在留証明書・サイン証明書(印鑑証明書代用)

	認知症
	成年後見人の選任(家庭裁判所)

	未成年者
	親権者代理(利益相反時は特別代理人)

	行方不明
	不在者財産管理人の選任

	死亡(相続発生後)
	代襲相続(死亡者の子・親・兄弟姉妹)


編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、被相続人・相続人・遺産の実情に応じて編集してください。
· 不動産・預貯金等がない場合は、該当条項を削除してください。
· 債務・代償金・祭祀承継がない場合は、該当条項を削除してください。
· 別紙(財産目録)は実際の遺産を網羅的にリストアップしてください。
相談窓口
	相談先
	内容

	弁護士(相続専門)
	紛争解決・遺留分・調停手続

	司法書士
	相続登記・遺産分割協議書作成

	税理士
	相続税申告・節税対策

	行政書士
	遺産分割協議書作成サポート

	法務局
	相続登記の相談

	税務署
	相続税の相談

	法テラス
	経済的に余裕がない方の無料相談

	家庭裁判所
	遺産分割調停・審判・成年後見・特別代理人

	市区町村役場
	戸籍謄本・印鑑証明書等の取得

	在外公館
	海外居住相続人の在留証明書・サイン証明書


なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省・国税庁等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。相続人間に対立がある場合、複雑な財産関係がある場合、遺留分の問題がある場合、海外居住の相続人がいる場合等は、必ず弁護士・司法書士・税理士等の専門家にご相談ください。相続は人生における重要な手続きであり、財産的・心理的影響が大きいため、信頼できる専門家のサポートをご検討ください。
